
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 20日

上   場   会   社   名     大阪瓦斯株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号    9532 本社所在都道府県

(URL http:www.osakagas.co.jp) 大阪府

問合せ先  責任者役職名 経理部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　鈴間　能成 TEL (06) 6205 - 4536
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 20日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 (百万円未満切捨）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 751,042 △ 0.4 81,705 37.7 70,327 30.4

13年  3月期 754,127 8.5 59,320 18.2 53,929 36.6

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 37,693 14.2 15.62 - 9.1 6.8 9.4

13年  3月期 32,992 34.5 13.45 - 8.2 5.2 7.2

(注)①期中平均株式数 14年  3月期  2,413,863,151 株　　　13年  3月期  2,453,153,553 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 6.00 3.00 3.00 14,395 38.2 3.5

13年  3月期 5.00 2.50 2.50 12,228 37.1 2.9

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,004,378 405,922 40.4 171.35

13年  3月期 1,067,154 418,037 39.2 172.06

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期  　2,369,011,539 株　13年  3月期  　2,429,563,630 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期         　33,082 株　13年  3月期         　74,952 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 316,900 11,500 7,000 3.00 － －

通　　期 723,800 54,000 33,000 － 3.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   13 円 93 銭 

※上記の予測は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、今後様々な要因により実際の業績が記載の

   予想数値と異なる可能性があります。なお、上記の業績予想に関する事項は、添付資料の25ページの「次期の見通し」を参照して下さい。
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平成１４年３月期（第１８４期）個別決算概要
〔平成１３年４月１日 ～ 平成１４年３月３１日〕 

 

 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

・決算取締役会 平成１４年５月２０日  開    催 

・定時株主総会 平成１４年６月２７日  開催予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪ガス株式会社 
 

 

 

 

 ２２



１ 経営成績 

  （１）ガス販売実績   

 お客さま数は、前期末に比べて８万３千戸増の６４８万４千戸となりましたが、冬場の

気温が高めに推移したこともあり、家庭用１戸当たりの平均月間使用量が前期に比べて

３.６％減の３３.３ｍ３となったため､家庭用ガス販売量は前期比２.２％減の２１億 

９千４百万ｍ３となりました。 

業務用では、商業用が前期比３.２％増、公用・医療用が前期比４.６％の増となりまし

たが、景気影響等により工業用が前期比３.０％減となったため、業務用ガス販売量は前

期に比べて１.１％減の４９億８千２百万ｍ３となりました。 

これらの結果、全ガス販売量は前期比１.３％減の７３億９百万ｍ３となりました。 

 

  

 

平成 13 年度 
(13/4～14/3) 

 

Ａ

平成 12 年度

(12/4～13/3)
 

Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ 

家 庭 用 ６,１７２千戸 ６,０９２千戸     ８０千戸   101.3％

業 務 用    ３１２    ３０９       ３  101.1％
お客さま数 

〔取付ﾒ-ﾀ-数〕 
計 ６,４８４ ６,４０１     ８３  101.3％

家 庭 用  ３３.３ｍ３/月  ３４.５ｍ３/月 △１.２ｍ３/月   96.4％1 戸当たり 

平  均 

月間使用量 
全体平均   １０４.０   １０７.０ △３.０ｍ３/月   97.2％

家 庭 用 ２,１９４百万ｍ3 ２,２４４百万ｍ3  △５０百万ｍ３   97.8％

業 務 用 ４,９８２ ５,０４０  △ ５７   98.9％

 工業用 ３,５４７ ３,６５６ △１０８   97.0％

 商業用    ９４３    ９１３      ２９  103.2％

 公用･医療用    ４９２    ４７１      ２２  104.6％

卸供給    １３２    １２４       ９  106.9％

 ガ ス 

 販売量 

計 ７,３０９ ７,４０７  △ ９８   98.7％

 

［参  考］・平均気温 

                (℃) 

平成１３年度 

(13/4～14/3) 
Ａ

 平成１２年度 

(12/4～13/3) 
Ｂ Ａ－Ｂ 

 １７.５ １７.３ ＋０.２ 

 

 ２３



（２）収支の概要                             
 

（単位：億円） 

対前期比較  対前期比較 

収     益 増 減 比 率

( % )

 費   用 増 減 比 率

( % )

 売 上 原 価 2,019 △45 97.8

 供 給 販 売 費

一 般 管 理 費
3,225 △41 98.7

製

品 

売 

上 

ガス･副産物

売     上 
5,945 125 102.2

 計    5,245 △87 98.4

受注工事 393 17 104.7  受注工事 367 7 102.2

器具販売 918  △94 90.6  器具販売 901 △101 89.9

そ の 他 252  △79 76.1  そ の 他 178  △73 70.8

そ

の

他

売

上 
計 1,564 △156 90.9

 

そ

の

他

費 

用
計 1,447 △167 89.7

売 上 高 7,510  △30 99.6  営 業 費 用 6,693 △254 96.3

 営 業 利 益 817 223 137.7

営 業 外 収 益 74 3 104.7  営 業 外 費 用  188 63 150.4

収 益 計 7,585  △27 99.6  費 用 計 6,882 △191 97.3

      

   経 常 利 益 703 163 130.4

    当 期 純 利 益 376 47 114.2

（億円未満切捨て） 

 
株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）        ９．１％ 

総資産当期純利益率（ＲＯＡ）        ３．６％ 

株 主 付 加 価 値（ＳＶＡ）        １５７億円 

フリーキャッシュフロー（＊１）          ６７３億円 

 
（＊１）フリーキャッシュフロー＝営業活動によるキャッシュフロー － 設備投資による支出 

 

［参 考］ 

・売上原価の中の原材料費：１，７６９億円（前期比△２１億円、△１.２％） 

・為替レ－トおよび原油価格 

 平成 13 年度 Ａ 

(13/4～14/3) 

平成 12 年度 Ｂ 

(12/4～13/3) 

Ａ－Ｂ 

 

為替レ－ト (円/$)  ※1   １２５.０   １１０.５ ＋１４.５ 

原油価格  ($/bbl)  ※2     ２３.８      ２８.４     △４.５ 

※1：ＴＴＭレート   

※2：全日本ＣＩＦ価格 

 ２４



（３）次期の見通し 
 

ガス販売量は､お客さま数の増加と引き続き新規需要開拓に努めることによって、前期比

２．２％増の７４億７千万ｍ３となる見通しです。ガス販売量は増加しますが、３月に実施

した平均５．０４％の料金引下げの影響によって、売上高については前期比３．６％減の

７,２３８億円、営業利益については前期比３１．３％減の５６１億円となる見通しです。 
経常利益は営業外収支の改善により前期比２３．２％減の５４０億円、当期純利益は前

期比１２．５％減の３３０億円となる見通しです。 
 

 平成１４年度見通し 前 期 比 
ガ ス 販 売 量 ７,４７０百万ｍ３ ＋ ２．２％ 
売 上 高 ７,２３８億円 △ ３．６％ 
営 業 利 益 ５６１億円 △３１．３％ 
経 常 利 益 ５４０億円 △２３．２％ 
当 期 純 利 益 ３３０億円 △１２．５％ 

【想定原油価格($/bbl) ：２０ドル、想定為替レート(円/$)：１３５円】 
  

株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）        ７．８％ 

総資産当期純利益率（ＲＯＡ）        ３．０％ 

株 主 付 加 価 値（ＳＶＡ）          １１８億円 

フリーキャッシュフロー              ２１５億円 

 
 

 

 

（４）次期の設備投資計画 
（単位：億円） 

 １４年度（計画） １３年度(実績) １４年度計画内容 

製 造 設 備    ６７ ８０ 姫路製造所ＬＮＧタンクなど 

供 給 設 備   ４５６ ４０１ 輸送幹線、本支管敷設など 

業 務 設 備 等   ８２ １６８
各地区事業本部、試験研究設備

など 

合     計   ６０４ ６５０
 

 ２５



２ 個別財務諸表等 

(１)貸借対照表                                   （単位：百万円） 

科     目 当 期 末 前 期 末 比較

(平成 14年 3月末 ) (平成 13年 3月末 ) 増減 比率 (%)

（資　　産　　の　　部）

固      定      資      産 879,951 918,495 △ 38,544 95.8

有   形   固   定   資   産 651,172 676,780 △ 25,607 96.2

製 造 設 備 123,245 135,887 △ 12,642 90.7

供 給 設 備 365,467 383,306 △ 17,838 95.3

業 務 設 備 97,057 90,353 6,704 107.4

附 帯 事 業 設 備 773 9,342 △ 8,569 8.3

休 止 設 備 1,532 1,532 0 100.0

建 設 仮 勘 定 63,097 56,357 6,739 112.0

無   形   固   定   資   産 6,296 7,114 △ 818 88.5

特 許 権 0 8 △ 8

借 地 権 2,853 2,591 262 110.1

そ の 他 無 形 固 定 資 産 3,442 4,515 △ 1,072 76.2

投        　資       　等 222,481 234,600 △ 12,118 94.8

投 資 有 価 証 券 62,813 97,506 △ 34,693 64.4

関 係 会 社 投 資 83,002 80,705 2,296 102.8

社 内 長 期 貸 付 金 － 245 △ 245 0.0

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 34,741 26,591 8,150 130.6

出 資 金 104 111 △ 7 93.3

長 期 前 払 費 用 4,032 7,722 △ 3,690 52.2

繰 延 税 金 資 産 30,847 14,303 16,544 215.7

そ の 他 投 資 7,693 8,093 △ 399 95.1

貸 倒 引 当 金 △  752 △  680 △ 72 110.7

流    　 動    　 資    　 産 124,423 148,653 △ 24,230 83.7

現 金 及 び 預 金 3,869 17,617 △ 13,747 22.0

受 取 手 形 1,017 1,219 △ 202 83.4

売 掛 金 60,428 66,123 △ 5,695 91.4

関 係 会 社 売 掛 金 4,637 5,335 △ 698 86.9

未 収 入 金 12,732 14,025 △ 1,292 90.8

有 価 証 券 － 103 △ 103 0

製 品 87 97 △ 10 89.7

原 料 12,799 15,138 △ 2,339 84.5

貯 蔵 品 8,810 10,398 △ 1,587 84.7

関 係 会 社 短 期 債 権 6,582 2,099 4,482 313.5

繰 延 税 金 資 産 9,392 9,252 139 101.5

そ の 他 流 動 資 産 4,639 7,847 △ 3,208 59.1

貸 倒 引 当 金 △  573 △  605 32 94.6

繰    　 延    　 資    　 産 3 5 △ 1 77.8

社 債 発 行 差 金 3 5 △ 1 77.8

資     産     合   　計 1,004,378 1,067,154 △ 62,775 94.1

3.4

.0

 

 ２６



  

（単位：百万円） 

科     目 当 期 末 前 期 末 比較

(平成 14年 3月末 ) (平成 13年 3月末 ) 増減 比率 (%)

（負　　債　　の　　部）

固      定      負      債 426,224 487,174 △ 60,949 87.5

社 債 199,660 250,808 △ 51,148 79.6

長 期 借 入 金 128,466 136,538 △ 8,071 94.1

退 職 給 付 引 当 金 93,716 95,677 △ 1,960 98.0

ガ ス ホ ル ダ ー 修 繕 引 当 金 1,602 1,957 △ 355 81.8

そ の 他 固 定 負 債 2,779 2,193 586 126.7

流      動      負      債 172,231 161,942 10,289 106.4

１年 以内に期 限到 来の 固定 負債 18,354 14,008 4,346 131.0

買 掛 金 10,520 12,696 △ 2,176 82.9

未 払 金 25,296 27,406 △ 2,110 92.3

未 払 費 用 48,916 53,356 △ 4,440 91.7

未 払 法 人 税 等 28,308 20,905 7,403 135.4

前 受 金 9,169 12,830 △ 3,660 71.5

預 り 金 1,339 764 575 175.2

関 係 会 社 短 期 債 務 13,303 16,847 △ 3,543 79.0

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 15,000 － 15,000 －

そ の 他 流 動 負 債 2,021 3,125 △ 1,103 64.7

負      債      合      計 598,456 649,116 △ 50,660 92.2

（資　　本　　の　　部）

資         本    　 　 　 金 132,166 132,166 0 100.0

法    定    準    備     金 52,524 52,524 0 100.0

資 本 準 備 金 19,482 19,482 0 100.0

利 益 準 備 金 33,041 33,041 0 100.0

剰         余         金 212,413 206,660 5,752 102.8

特 定 資 産 買 換 等 圧 縮 積 立 金 224 224 0 100.0

特 定 ガ ス 導 管 工 事 償 却 準 備 金 2,587 2,811 △ 224 92.0

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 6,235 70 6,165 8871.1

原 価 変 動 調 整 積 立 金 89,000 89,000 0 100.0

別 途 積 立 金 62,000 62,000 0 100.0

当 期 未 処 分 利 益 52,365 52,553 △ 188 99.6

（ 当 期 純 利 益 ） (37,693) (32,992) (4,700) (114.2)

評    価    差    額    金 8,828 26,686 △ 17,858 33.1

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 8,828 26,686 △ 17,858 33.1

自      己      株      式 △  10 － △ 10 －

自 己 株 式 △  10 － △ 10

資  　　本  　　合    　計 405,922 418,037 △ 12,115 97.1

負　債   ・   資   本   合   計 1,004,378 1,067,154 △ 62,775 94.1

－

 

 ２７



（２）損益計算書                                 

(単位:百万円)

当期 前期 比    較

科　　　　　　目 (13/4～14/3) (12/4～13/3) 増  減 比率(%)

 製　　品　　売　　上 594,579 582,023 12,556 102.2

ガ ス 売 上 594,338 581,756 12,582 102.2

営 副 産 物 売 上 240 267 △26 90.0

 売　　上　　原　　価 201,974 206,558 △4,583 97.8

( 売 上 総 利 益 ) ( 392,604) ( 375,464) ( 17,140) ( 104.6)

経  供　給　販　売　費 253,287 253,595 △307 99.9

業  一　般　管　理　費 69,276 73,141 △3,864 94.7

( 事 業 利 益 ) ( 70,040) ( 48,728) ( 21,312) ( 143.7)

 営　業　雑　収　益 131,553 139,140 △7,586 94.5

常 受 注 工 事 収 益 39,353 37,589 1,764 104.7

損 器 具 販 売 収 益 91,879 101,356 △9,477 90.6

そ の 他 営 業 雑 収 益 321 194 126 165.0

 営　業　雑　費　用 126,925 136,261 △9,336 93.1

損 受 注 工 事 費 用 36,781 35,994 786 102.2

益 器 具 販 売 費 用 90,144 100,267 △10,122 89.9

 附 帯 事 業 収 益 24,909 32,963 △8,054 75.6

 附 帯 事 業 費 用 17,873 25,249 △7,376 70.8

益 ( 営 業 利 益 ) ( 81,705) ( 59,320) ( 22,384) ( 137.7)

 営　業　外　収　益 7,486 7,147 338 104.7

受 取 利 息 423 357 65 118.3

有 価 証 券 利 息 121 178 △57 68.0

の 営 受 取 配 当 金 523 1,691 △1,167 31.0

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,009 － 1,009 －

業 賃 貸 料 収 入 1,638 1,550 88 105.7

雑 収 入 3,769 3,368 400 111.9

部 外  営　業　外　費　用 18,863 12,538 6,324 150.4

支 払 利 息 2,039 1,816 222 112.3

損 社 債 利 息 3,215 3,616 △401 88.9

社 債 発 行 差 金 償 却 1 0 0 133.3

益 社 債 発 行 費 償 却 － 135 △135 0.0

社 債 償 還 損 3,315 － 3,315 －

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,649 － 6,649 －

関係会社投資有価証券評価損 － 4,206 △4,206 0.0

雑 支 出 3,641 2,761 879 131.9

( 経 常 利 益 ) ( 70,327) ( 53,929) ( 16,398) ( 130.4)

特  特　　別　　利　　益 610 － 610 －

別 固 定 資 産 売 却 益 610 － 610 －

損  特　　別　　損　　失 11,325 867 10,458 1305.8

益 固 定 資 産 売 却 損 343 252 91 136.1

の 固 定 資 産 圧 縮 損 600 － 600 －

部 敦 賀 基 地 計 画 中 止 損 失 10,381 － 10,381 －

退職給付会計基準変更時差異 － 614 △614 0.0

(税引前当期純利益) ( 59,612) ( 53,062) ( 6,549) ( 112.3)

法　人　税  等 28,470 21,800 6,670 130.6

法 人 税 等 調 整 額 △6,551 △1,730 △4,821 378.6

当 期 純 利 益 37,693 32,992 4,700 114.2

前 期 繰 越 利 益 40,472 40,344 128 100.3

自 己 株 式 消 却 額 18,512 14,629 3,882 126.5

中　間　配　当　額 7,288 6,154 1,134 118.4
当 期 未 処 分 利 益 52,365 52,553 △188 99.6

(注)「個別財務諸表の概要」の「１．１４年３月期の業績(１)経営成績」の売上高欄の数値は、

    製品売上・営業雑収益・附帯事業収益の合計値です。
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（注記） 

１．重要な会計方針 

  (１)有形固定資産の減価償却は、定率法によっています。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しています。 

         

(２)有価証券の評価は、次によっています。 

 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

   時価のあるもの       決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しています） 

    時価のないもの           移動平均法による原価法 

 

(３)製品の評価は、総平均法による原価法、原料及び貯蔵品の評価は、移動平均法による原価法

によっています。 

 

(４)重要な引当金の計上は、次によっています。 

退 職 給 付 引 当 金      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職 

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

 

ガスホルダー修繕引当金    球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備え 

るため、前回の修繕実績額に基づく次回修繕見積額を、次回

修繕までの期間に配分計上しています。 

 

(５)リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

(６)消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

２．追加情報 

ガス事業会計規則の改正に伴い、前期まで「その他流動資産」に計上していた自己株式（23 百

万円）については、資本の部の「自己株式」に計上しています。 

       

３．有形固定資産の減価償却累計額           1,427,652 百万円 (前期 1,401,447 百万円) 

 

４．保証債務                                  17,038 百万円 <うち当社負担額 12,671 百万円>  

                                        (前期 28,036 百万円 <うち当社負担額 22,791 百万円>) 

                 

社債及び借入金の債務履行引受契約等に係る偶発債務  125,302 百万円 (前期 83,051 百万円) 

 

５．当期において、次のとおり自己株式消却を実施しています。 

消却株式数 60,552,091 株  取得価額総額  18,512 百万円 
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３ 有価証券 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの    

（１）当期末（平成 14 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 3,483 百万円 2,241 百万円

 

（２）前期末（平成 13 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 3,010 百万円 1,768 百万円

 

 

４ 利益処分案（単位：百万円） 

 
平  成  １３  年  度

(13/4～14/3) 

平  成  １２  年  度

(12/4～13/3) 

当 期 未 処 分 利 益

特定ガス導管工事償却準備金取崩し

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 し

  合             計 

 

 

これを次のとおり処分します。 

利 益 配 当 金

 (１株につき) 

 

取 締 役 賞 与 金

特 定 ガ ス 導 管 工 事 償 却 準 備 金

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

次 期 繰 越 利 益

  ５２,３６５ 

       ３０６ 

        ８ 

  ５２,６８０ 

 

 

       

   ７,１０６ 

   (３円) 

 

       ６０ 

      ８ 

  

４５,５０４ 

  ５２,５５３ 

       ２３６ 

       ３７ 

  ５２,８２６ 

 

 

       

   ６,０７３ 

 (２円５０銭) 

 

       ６６ 

     １１ 

 ６,２０２ 

４０,４７２ 

(注) １．平成１３年１２月１０日に 7,288,602,303 円（１株につき３円００銭）の中間 

配当を実施いたしました。 

２．特定ガス導管工事償却準備金の取崩し額および積立て額と海外投資等損失準備金 

の取崩し額は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、税効果相当分調整後 

の金額により表示しております。 

以 上 

 ３０
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